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消防屯所と合築の早咲避難集会所（左側）

　
　

●
国
民
健
康
保
険
直
診
特
別

会
計

　
１
３
５
万
円
を
増
額
し
、

総
額
を
そ
れ
ぞ
れ
６
３
７
５

万
円
と
す
る
も
の
。

　
主
な
内
容
は
、
拳
ノ
川
診

療
所
に
お
い
て
、
診
療
日
を

確
保
す
る
た
め
に
高
知
医
療

セ
ン
タ
ー
か
ら
医
師
を
招
聘

す
る
た
め
の
経
費
、
ま
た
、

今
後
の
オ
ン
ラ
イ
ン
診
療
等

の
導
入
を
見
据
え
、
幡
多
地

域
で
同
シ
ス
テ
ム
運
用
し
て

い
る
「
は
た
ま
る
ネ
ッ
ト
」

へ
加
入
す
る
た
め
の
経
費
を

追
加
す
る
も
の
。

　
　
　
　
　
　
可
決
（
全
員
）

●
水
道
事
業
特
別
会
計

　
収
益
的
収
入
及
び
支
出
で

は
、
水
道
事
業
費
用
の
予
算

額
を
７
２
９
万
円
増
額
し
、

合
計
を
２
億
７
９
２
４
万
円

と
す
る
も
の
。

　
資
本
的
収
入
及
び
支
出
で

は
、
資
本
的
支
出
の
予
算
額

を
１
４
０
０
万
円
増
額
し
、

合
計
を
２
億
７
４
５
０
万
円

と
す
る
も
の
。

　
ま
た
、
資
本
的
収
入
額
が

資
本
的
支
出
額
に
対
し
不
足

す
る
額
を
７
９
４
５
万
円
か

ら
９
３
４
５
万
円
に
改
め
、

補
て
ん
財
源
に
建
設
改
良
積

立
金
を
加
え
る
も
の
。

　
　
　
　
　
　
可
決
（
全
員
）

○
収
益
的
収
入
及
び
支
出

■
蜷
川
ろ
過
池
修
繕
費

　
　
　
　
　
　
２
０
０
万
円

　
蜷
川
ろ
過
池
の
修
繕
が
必

要
と
な
っ
た
た
め
２
０
０
万

円
を
追
加
計
上
す
る
も
の
。

■
水
位
計
修
繕
費
等

　
　
　
　
　
　
４
５
２
万
円

　
水
位
計
の
故
障
２
カ
所
と

漏
水
調
査
の
結
果
に
よ
る
配

水
管
の
修
繕
を
追
加
計
上
す

る
も
の
。

○
資
本
的
収
入
及
び
支
出

■
鞭
上
水
道
施
設
薬
注
設
備

取
替
工
事
請
負
費

　
　
　
　
　
　
２
０
０
万
円

■
有
井
川
西
谷
配
水
管
敷
設

工
事
請
負
費   

２
０
０
万
円

■
佐
賀
配
水
流
量
計
更
新
工

事
請
負
費
　
　
　
１
千
万
円

　
前
記
３
件
の
工
事
は
、
緊

急
に
必
要
と
な
っ
た
た
め
計

上
す
る
も
の
。

●
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別

会
計

　
３
８
５
４
万
円
を
追
加
し
、

総
額
を
そ
れ
ぞ
れ
17
億
８
９

２
７
万
円
と
す
る
も
の
。

●
介
護
保
険
事
業
特
別
会
計

　
４
１
８
０
万
円
を
追
加
し
、

総
額
を
そ
れ
ぞ
れ
18
億
６
１

３
９
万
円
と
す
る
も
の
。

●
宮
川
奨
学
資
金
特
別
会
計

　
３
６
９
万
円
を
追
加
し
、

総
額
を
１
８
５
１
万
円
と
す

る
も
の
。

　
前
記
３
件
の
概
要
は
、
令

和
４
年
度
決
算
に
伴
う
翌
年

度
繰
越
金
の
追
加
や
、
基
金

へ
の
積
立
金
な
ど
の
計
上
に

よ
る
も
の
。

　
以
上
３
件
　
可
決
（
全
員
）

●
町
立
避
難
集
会
所
の
設
置

及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
の

一
部
改
正

　
昨
年
度
、
早
咲
地
区
の
高

台
に
防
災
活
動
の
拠
点
、
地

域
住
民
の
交
流
の
場
と
し
て

建
設
し
た
集
会
所
施
設
を
、

避
難
集
会
所
と
し
て
位
置
付

け
、
早
咲
避
難
集
会
所
と
名

付
け
て
追
加
す
る
た
め
の
改

正
。
　
　
　
　
可
決
（
全
員
）

●
馬
荷
辺
地
に
係
る
総
合
整

備
計
画
の
変
更

　
昨
年
度
変
更
し
た
馬
荷
辺

地
総
合
整
備
計
画
の
当
該
地

区
内
に
架
橋
の
カ
バ
ノ
キ
橋

の
老
朽
化
に
よ
る
補
修
工

事
、
当
該
地
区
と
隣
接
の
大

井
川
地
区
を
結
ぶ
町
道
大
井

川
馬
荷
線
の
道
路
改
良
工

事
、
及
び
、
集
会
所
の
耐
震

改
修
工
事
を
新
た
に
追
加
す

る
も
の
。
　
　
可
決
（
全
員
）

決
算
に
伴
う

　
　
　
　
補
正
３
件

早
咲
避
難
集
会
所

　
　
　
高
台
に
完
成

令
和
５
年
度 

特
別
会
計
補
正
予
算

拳
ノ
川
診
療
所

　
診
療
の
充
実
図
る

ろ
過
池
の
修
繕
や

　
　
流
量
計
更
新
を

条
例
の
一
部
改
正

し
ょ
う
へ
い

馬
荷
地
区
の
橋
や

道
路
の
補
修
改
修
を

補
修
工
事
予
定
の

カ
バ
ノ
キ
橋
（
中
央
）

薬
注
設
備
取
替
修
繕
が
行
わ
れ

た
鞭
水
源
池
（
手
前
中
央
）

馬
荷
辺
地
計
画
変
更

令和 4年度　一般会計決算

物価高騰、コロナ対策の充実で１００億円越えに

町民が納める税金
　　　　　８億５７１７万円

自主財源   １１億８１０万円

自治体運営の均衡を保つた
め、国から地方へ配分される
お金　　４５億８３８８万円

決まった目的に使うための
費用の一部、または全部を
国、県から交付されるお金
　　　２３億５６０１万円

ふるさと納税等の寄附金
　　　　１０億７５１９万円

町が事業費用の財源不足を
補うために借り入金
 　  　　 ９億９５４４万円

依存財源 ３億６６９０万円

職員給与などにかかる費用
　  　 １６億３４０７万円

福祉施策などにかかる費用
　　　　７億２８５７万円

町債を返納する費用
　　１５億７８４４万円

災害復旧事業を除く投資的
な費用１８億９１２８万円

災害復旧事業費１.０％
　　１億１２３３万円

消費的性質の費用
　　２２億２２１万円

負担金、報償費、補償費など
の費用 １４億９０２０万円

他の特別会計などへ繰り出す
費用　　　　９億５千万円余

その他 　３億５３８８万円

●
令
和
4
年
度 

一
般
会
計
決
算
の
認
定

○
歳
入
決
算
額
　
１
１
３
億
４
２
６
９
万
円

　
対
前
年
度
比
、
３
億
６
４
１
４
万
円
、
３
・
１
％
の
減
。

○
歳
出
決
算
額
　
１
０
９
億
２
５
１
０
万
円

　
対
前
年
度
比
、
２
億
４
６
７
６
万
円
、
２
・
２
％
の
減
。

　
歳
入
か
ら
歳
出
を
差
し
引
い
た
形
式
収
支
は
４
億
１
７
５

８
万
円
と
な
り
、
こ
の
う
ち
翌
年
度
に
繰
り
越
す
事
業
の
財

源
は
、
１
億
２
２
３
５
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

　
ま
た
、
実
質
収
支
額
は
２
億
９
５
２
２
万
円
の
黒
字
と

な
っ
て
お
り
、
こ
の
実
質
収
支
額
か
ら
基
金
へ
の
繰
入
額
は

２
億
円
と
し
、
基
金
へ
の
繰
入
額
を
差
し
引
い
た
純
然
た
る

翌
年
度
へ
の
繰
越
額
は
９
５
２
２
万
円
と
な
っ
た
。

　
歳
入
で
は
、
ふ
る
さ
と
納
税
寄
附
金
が
10
億
７
３
０
８
万

円
で
、
対
前
年
度
比
１
億
６
５
３
万
円
、
９
・
０
％
減
。

　
国
庫
支
出
金
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
対
応
地
方
創
生
臨

時
交
付
金
や
新
型
コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ
ン
接
種
に
係
る
補
助
金

等
、
コ
ロ
ナ
対
策
な
ど
交
付
金
は
あ
っ
た
が
前
年
度
の
コ
ロ

ナ
施
策
事
業
の
違
い
も
あ
り
、
総
額
は
15
億
２
６
２
９
万
円

で
、
対
前
年
度
比
３
億
８
４
６
６
万
、
20
・
１
％
減
と
な
っ
た
。

　
歳
出
で
は
、
移
住
支
援
員
や
保
育
職
員
、
集
落
支
援
員
に

係
る
人
件
費
の
減
、
障
害
者
自
立
支
援
給
付
費
や
児
童
手
当

に
係
る
扶
助
費
は
減
と
な
っ
た
が
、
緊
急
防
災
・
減
災
事
業

債
元
利
償
還
金
な
ど
の
公
債
費
が
８
４
７
０
万
円
、
５
・
７
％

の
増
。

　
投
資
的
経
費
は
、
普
通
建
設
事
業
の
補
助
事
業
、
単
独
事

業
及
び
災
害
復
旧
事
業
も
、
前
年
度
比
較
で
減
と
な
っ
て
い

る
。

　
ま
た
、
一
般
会
計
等
の
決
算
に
お
け
る
健
全
化
判
断
比
率

の
状
況
は
、
実
質
公
債
費
比
率
が
10
・
０
％
、
将
来
負
担
比

率
は
昨
年
同
様
に
算
定
の
数
値
が
マ
イ
ナ
ス
43
・
５
％
と
健

全
財
政
と
な
っ
て
い
る
。

認
定
（
全
員
）

歳入 歳出

0

50

100

109

（億円）

町税７.6％

地方交付税

４０.４％

国・県支出金

２０.８％

寄附金９.５％

町債８.８％

その他３.２％

その他９.７％

人件費１５.０％

扶助費６.７％

公債費１４.４％

普通建設

事業費

１７.３％

物件費２０.２％

その他３.２％

繰出金８.６％

補助費等１３.６％

２.２％減 1０９億 2千万円余


